
令和６年度

府 中 市 補 正 予 算 書

並びに予算に関する説明書

議案第 ９４ 号 一般会計（第４号）
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議案第 ９４ 号 

 

   令和６年度府中市一般会計補正予算(第４号) 

 

令和６年度府中市の一般会計の補正予算(第４号)は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２０５，３３０千円を追

加し、歳入歳出それぞれ２７，１１３，９８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

  令和６年１１月２７日提出 

 

                府中市長 小 野 申 人  
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14 3,713,592 157,983 3,871,575

1 国庫負担金 1,979,034 159,054 2,138,088

2 国庫補助金 1,731,997 △1,071 1,730,926

15 1,623,504 76,615 1,700,119

1 県負担金 986,719 80,649 1,067,368

2 県補助金 547,927 △4,034 543,893

17 420,001 11,621 431,622

1 寄附金 420,001 11,621 431,622

18 1,127,788 △39,489 1,088,299

2 基金繰入金 1,118,426 △46,711 1,071,715

4 財産区繰入金 0 7,222 7,222

21 5,372,333 △1,400 5,370,933

1 市債 5,372,333 △1,400 5,370,933

26,908,650 205,330 27,113,980

国庫支出金

県支出金

寄附金

繰入金

市債

歳　　入　　合　　計

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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1 204,986 292 205,278

1 議会費 204,986 292 205,278

2 3,997,129 △4,936 3,992,193

1 総務管理費 3,556,144 3,256 3,559,400

2 徴税費 220,811 △5,500 215,311

3 戸籍住民基本台帳費 168,654 548 169,202

6 監査委員費 22,758 △3,240 19,518

3 7,506,261 368,424 7,874,685

1 社会福祉費 4,054,119 270,592 4,324,711

2 児童福祉費 2,845,429 57,612 2,903,041

3 生活保護費 603,143 40,220 643,363

4 4,757,730 △13,575 4,744,155

1 保健衛生費 2,231,345 12,777 2,244,122

2 清掃費 2,526,385 △26,352 2,500,033

7 829,429 8,800 838,229

1 商工費 829,429 8,800 838,229

8 2,895,985 △111,220 2,784,765

2 道路橋梁費 1,083,010 △600 1,082,410

5 都市計画費 1,288,248 △110,620 1,177,628

9 769,565 3,391 772,956

1 消防費 769,565 3,391 772,956

10 2,790,238 6,104 2,796,342

1 教育総務費 614,591 3,906 618,497

3 中学校費 124,683 8,500 133,183

5 社会体育費 1,155,766 △7,582 1,148,184

6 学校給食費 322,527 1,280 323,807

消防費

教育費

議会費

総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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12 2,331,920 △51,950 2,279,970

1 公債費 2,331,920 △51,950 2,279,970

26,908,650 205,330 27,113,980

公債費

歳　　出　　合　　計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

款 計
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第２表　繰越明許費補正

（追　加）

５ 社 会 体 育 費 市民プール整備経費 35,200

１０ 教 育 費 ３ 中 学 校 費 中学校施設整備経費 8,500

９ 消 防 費 １ 消 防 費 消防設備整備経費 5,780

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 都市再生整備計画事業経費
千円

130,300
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第３表　債務負担行為補正

  （追　加）

9,534

事 項 期 間 限 度 額

千円

戸籍への振り仮名対応に伴う通知書作成業務 令和7年度 3,778

湯が丘病院建替えに係る検証業務負担金 令和7年度 5,830

道路維持修繕業務 令和7年度 43,000

河川水質検査等分析業務

令和7年度 22,000

図書館システムリース料・保守業務委託料

令和7年度

～ 41,662

令和12年度

府中市Ｂ＆Ｇ海洋センター指定管理委託料 令和7年度 7,685

府中市クリーンセンター可燃ごみ運搬及び場内運転管
理業務

令和7年度

～ 160,136

令和9年度

出口川湧水処理施設維持管理業務

令和7年度
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第４表　地方債補正

　(変　更)

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

庁 舎 整 備 事 業 26,400

公共施設等適正管理推進事業 8,200

病 院 施 設 整 備 事 業 333,400

防 災 施 設 整 備 事 業 6,200

消 防 施 設 整 備 事 業 32,900

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 78,600

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

庁 舎 整 備 事 業 24,900

公共施設等適正管理推進事業 5,800

病 院 施 設 整 備 事 業 341,400

防 災 施 設 整 備 事 業 4,600

消 防 施 設 整 備 事 業 20,500

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 87,100

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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１　総　　括

（歳　　入）

14 国庫支出金 3,713,592 157,983 3,871,575

15 県支出金 1,623,504 76,615 1,700,119

17 寄附金 420,001 11,621 431,622

18 繰入金 1,127,788 △39,489 1,088,299

21 市債 5,372,333 △1,400 5,370,933

26,908,650 205,330 27,113,980歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

（千円） （千円）

給　　料 △ 2,663

職員手当 △ 981

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初任給

増減事由別内訳 説　　　明

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う
増 減 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,663

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 981

区　　　　　　　　　　分 一　　般　　職 技能業務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 321,026 326,013

令和６年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 372,085 349,475

平 均 年 齢 ４３歳０月 ５４歳７月

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 326,543 348,571

令和６年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 369,057 359,406

平 均 年 齢 ４３歳３月 ５４歳４月

区　　　　　分 学　　　歴 一　　般　　職（円） 技能業務職(円）

令和６年４月１日現在

高 校 卒 170,900 169,000

大 学 卒 196,200 －

区　　　　　分 学　　　歴
国　　 の　　制　　度

行政職一（円） 行政職二（円）

－

令和６年４月１日現在

高 校 卒 166,600 164,000

大 学 卒 196,200
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ウ 級別職員数

級

　（級別の基準となる職務）

７　級

エ 期末手当・勤勉手当

オ 地域手当

カ その他の手当

市： 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

国； 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

(1) (100.0)

(100.0)

６級

７級

計

２級

３級

４級

５級

６級

(100.0)

18.3

１級

90 27.4

60

１級

２級

３級

(3)
４級

５級

７級

計

(20.0)

5.2

１級

２級

３級

４級

５級

(80.0)
令和６年４月１日現在

23 6.9

(100.0)

１級

３級

４級

５級

６級

令和６年１月１日現在

(4)

(1)

(5)

78

区 分
一　　　般　　　職 技　能　業　務　職

職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

２級

7.7

69 20.8 11 84.6

38 11.4

332

70 21.1 1 7.7

40 12.1

17

84 25.3

７級

計
100.0 13

1

６級

32 9.8

100.0

8 2.4

1 7.1

23.8 12 85.8

7.1

7 2.1

44 13.4

７級

６　級

328 14 100.0
計

(3) (100.0)

100.0

主任
技術主任

係長 課長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主事
技師

技術職
部長

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

備　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

一　般　職
主任主事
主任技師

主任技術職

補 正 後 2.250 2.250 4.500

補 正 前 2.250 2.250 4.500

国 の 制 度 2.250 2.250 4.500

支 給 対 象 地 域 広島市 東京都特別区

支 給 率 （ ％ ） 10.00 20.00

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 4 2

12,000円

27,000円

16,000円

28,000円

国の支給基準に基づく支給率（％） 10.00 20.00

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

通 勤 手 当 同じ。

扶 養 手 当 同じ。

住 居 手 当 異なる。

家賃額に対する支給基準が異なる。

(1)

1
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